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近畿地方整備局

⃝ 短時間強雨の発生の増加や台風の大型化等により、近年は浸水被害が頻発しており、既に地球温暖化の影
響が顕在化しているとみられ、今後さらに気候変動による水災害の頻発化・激甚化が予測されている。
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※ここに例示したもの以外にも、全国各地
で地震や大雨等による被害が発生
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【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害

（茨城県常総市）
②小本川の氾濫による浸水被害

（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

③桂川における浸水被害

（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

④小田川における浸水被害

（岡山県倉敷市）

【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月からの大雨】

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

■毎年のように全国各地で浸水被害が発生

【令和4年8月からの大雨】

⑧最上川における浸水被害

（山形県大江町）

⑧
■気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

気候変動シナリオ 降雨量 流量 洪水発生頻度

２℃上昇時 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

４℃上昇時 約１．３倍 約１．４倍 約４倍

降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞれ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算
※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値
※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値

（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）

気候変動による水災害の頻発化・激甚化



近畿地方整備局

２．「流域治水」への転換

治水事業の新たな展開

１．気候変動を踏まえた治水計画への見直し

洪水を防ぐ

（これまで）

被害軽減、早期復旧・復興

被害対象を減少させる

洪水を防ぐ

（今後）

流
域
治
水
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治水事業の新たな展開



県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対
策、「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も
含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させる
ための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

氾濫域 氾濫域

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策
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「流域治水」の施策のイメージ



 国土交通省では、今後の気候変動による水災害リスクの更なる増

大が予測されている中で、水害の激甚化・頻発化に対応するため

の「流域治水」の取組について、関係者の協働を促すための「流域

治水施策集」を作成しました。

 本施策集では、実施主体別の施策の目的・役割分担・支援制度・

推進のポイント等が整理されており、「流域治水協議会」の事務局

を通じて関係者へ共有し、各々の関係者による施策の具体化・実

践に役立ていただくことを考えています。

 初版として河川及び流域における水害対策についてまとめたもの

であり、今後、継続的に更新や内容の充実等を図っていく予定で

あり、流域治水の取組を実践する関係者からのご意見等をお聴き

し、ニーズを汲み取りながら進めてまいります。
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流域治水施策集



第
３
回
協
議
会
開
催

流
域
水
害
対
策
計
画
（
案
）
に
つ
い
て
協
議

流
域
水
害
対
策
計
画

策
定

大
和
川
流
域
水
害
対
策
協
議
会

設
立

第
1
回
協
議
会
開
催

大和川流域における特定都市河川に係る取組状況

特
定
都
市
河
川
指
定
・
公
示

流
域
水
害
対
策
計
画
（
素
案
）
公
表

令和4年
1月12日12月24日 3月25日

3月25日～4月25日

5月18日

関
係
部
局
へ
の
協
議

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

学
識
者
へ
の
意
見
聴
取

（
現
地
視
察
会
含
む
）

住
民
と
の
意
見
交
換

■大和川流域水害対策計画（素案）に対してパブリックコメント・
住民意見交換会・学識経験を有する者への意見聴取を実施

平城・生駒いかるが圏域

【住民意見交換会】

布留飛鳥圏域

【現地視察会】

保田遊水地

（田原本町で実施中の流域対策）

水田貯留

■大和川流域水害対策協議会の設立

【構成員】
奈良県（知事、総務部長、危機管理監、水循環・森林・景観環境部長、
食と農の振興部長、県土マネジメント部長、地域デザイン推進局長）

流域内２５市町村の長、下水道管理者
近畿地方整備局（局長、建政部長、河川部長）
近畿農政局（農村振興部長）、奈良森林管理事務所長
近畿地方環境事務所長、奈良財務事務所長、奈良地方気象台長、
奈良県防災士会理事長

【協議事項】
・流域水害対策計画の作成及び変更に関する協議
・流域水害対策計画の実施に係る連絡調整

5月27日

■大和川流域水害
対策計画策定

特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律

全
面
施
行

令和3年
11月1日

第
２
回
協
議
会
開
催

流
域
水
害
対
策
計
画
の
検
討

都
市
浸
水
想
定
の
作
成

3月10日

第
４
回
協
議
会
開
催

奈
良
県
平
成
緊
急
内
水
対
策
の
取
組
方
針
や

水
害
リ
ス
ク
を
ふ
ま
え
た
土
地
利
用
規
制
の

進
め
方
等
に
つ
い
て
協
議

令和5年
1月16日
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大和川河川事務所
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新たに位置づけられた土地利用規制制度



近畿地方整備局
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リスクマップ

7

水害リスク情報の充実（水害リスクマップ（浸水頻度図）の整備）
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